70　議員７０
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　614,220円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査諸費　５件
	95,022
	

	管内調査諸費　３件
	270,410
	

	海外調査諸費　２件
	248,788
	


ウ　調査結果

　　　　管外調査諸費のうち１件27,700円は千葉県農業特区視察費用として適正であるが、その余の４件合計67,322円は、関連性が認められず目的外支出である(なお、そのうち２件は平成１５年度の支出となっている)。管内調査諸費270,410円は、目的外支出である。海外調査諸費248,788円のうち200,000円は、ハワイ視察費用900,000円を按分計上したものであるが、前記のとおり、視察内容に照らし、目的外支出である。海外調査諸費248,788円のうち48,788円は、ヨーロッパ行政視察の費用97,577円を按分計上したものであり、適正な支出である。

　　　　したがって、537,732円が目的外支出である。

　(2)　広報費　447,131円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　
	218,400
	総額436,800　円

	大阪日々新聞購入
	8,000
	代表質問記事掲載

	機関誌発行経費　２件
	220,731
	


　　ウ　調査結果

　　　　広報紙発行経費は、1/2の按分であり、適正な支出である。大阪日々新聞購入8,000円は、代表質問記事掲載分であり、不適正とまではいえないと考える。機関誌発行経費（２件）　20,731円は、府議団だより印刷経費であり、適正と認める。

　(3)　事務所費　31,739円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	蛍光灯（卓上）２基設置
	2,339
	総額4,678円

	クーラー取付
	29,400
	総額58,800円


ウ　調査結果

いずれも、適正に按分計上されており、適正な支出と認める。

　(4)　事務費　1,253,329円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	駐車料金（一時）・阪神高速
	22,050
	

	ガソリン代
	79,298
	総額158,603円

	リコーリース等
	422,842
	

	ＥＴＣ通行料
	93,247
	総額186,494円

	名刺作成
	16,642
	総額33,285円

	車リース他
	619,250
	


ウ　調査結果

駐車料金（一時）・阪神高速22,050円、ＥＴＣ通行料93,247円の合計115,297円は、本件監査基準に照らし、適正と認める。ガソリン代79,298円は、1/2の按分計上であり、適正である。リコーリース等422,842円は適正に按分されており、適正な支出と認める。名刺作成16,642円は目的外支出である。車リース他619,250円は、1/2の按分によるべきであり、309,625円の限度で適正と認めるが、その余の309,625円は目的外支出である。

　　　　したがって、326,267円が目的外支出である。

　(5)　人件費　2,562,400円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	2,100,000
	総額4,200,000円　

	事務員イ
	462,400
	総額924,800円


ウ　調査結果

　　適正に按分されており、適正な支出と認める。

(6) 小括

調査研究費のうち537,732円及び事務費のうち326,267円の合計863,999円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　688,700円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費 ４件
	576,700
	

	祭礼観光の広報と研究２件
	112,000
	


ウ　調査結果

　　　　管外調査旅費のうち１件240,000円は、議連の訪中であり、親善目的であり、目的外支出である。また、同旅費のうち２件は、米国サンアントニオ視察費用260,000円と鳥羽研修（児童虐待の調査研究）の交通費13,530円であり、適正と認める。残る１件63,170円は、関連性が認められず、目的外支出である。祭礼観光の広報と研究２件112,000円は、関連性が認められず、目的外支出である。
　　　　したがって、合計415,170円が目的外支出である。

　(2)　広報費　284,969円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　２件
	284,969
	総額569,940円印刷


　　ウ　調査結果

広報紙発行経費は、1/2の割合による按分であり、適正な支出である。

　(3)　事務所費　17,325円

　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	クーラー修理
	17,325
	総額34,650円


　　ウ　調査結果

適正に按分計上されており、適正な支出と認める。

　(4)　事務費　1,615,800円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	駐車料金（一時）・阪神高速
	7,450
	

	ＥＴＣ通行料
	94,989
	総額189,979円

	車リース他
	670,025
	

	リコーリース等
	　667,522
	

	ガソリン代
	106,830
	総額213,681円

	事務消耗品
	24,097
	

	名刺・封筒他作成料作成
	44,887
	総額89,775円


ウ　調査結果

駐車料金（一時）・阪神高速7,450円及びＥＴＣ通行料94,989円の合計102,439円は、本件監査基準に照らし、適正である。ガソリン代106,830円は、1/2の按分計上であり、適正である。車リース他670,025円は平成１６年度と同様1/2の按分によるべきであり、335,012円が目的外支出である。リコーリース等 667,522円は適正である。名刺・封筒他作成料作成44,887円は、名刺の部分が目的外支出であり、平成１６年度の名刺代金16,642円を類推し、同額を目的外支出とする。事務消耗品24,097円は本件監査基準に照らし適正と認める。

したがって、351,654円が目的外支出である。

　(5)　人件費　2,667,375円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	2,100,000
	総額4,200,000円　

	事務員イ
	567375
	総額1,134,750円


ウ　調査結果

　適正に按分されており、適正な支出と認める。

(6)　小括

調査研究費のうち415,170円及び事務費のうち351,654円の合計766,824円が目的外支出である。

71　議員７１
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　126,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	立川調査旅費
	35,000
	東京都立川市、地方自治について意見交換

	府政調査研究費
	91,000
	タクシー代・駐車代


ウ　調査結果

　　　ｲ.　立川調査旅費は、地方分権、自治について研究するため、地元の議員の紹介で、立川市の外郭団体の副会長を訪問し、事情聴取したというものであり、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　その他のタクシー代、駐車代は本件監査基準12万円の範囲内であり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　214,472円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政広報
	87,500
	議会手帳代

	府政報告
	60,000
	ホームページ更新料

	府政報告
	48,000
	広報紙発行チラシ類

	府政報告
	18,972
	駐車代・タクシー代


ウ　調査結果

　　　ｲ.　議会手帳代87,500円、２５０冊は本件監査基準により目的外支出である。

　　　ﾛ.　ホームページ更新料、広報紙発行チラシ類はいずれも適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　街頭活動への駐車場代、タクシー代は詳細不明であるが、調査研究費と合わせても本件監査基準により12万円の範囲内であり、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　2,496,345円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（事務所借り上げ料）
	1,513,268
	　

	駐車場代
	276,000
	　

	車リース代（6,720円×12回分）
	80,640
	　


	印刷費
	260,000
	　

	車任意保険料
	138,800
	　

	自宅電話代
	56,679
	　

	駐車代
	48,000
	　

	交通費（電車カード）
	24,000
	　

	消耗品（花・蛍光灯・トイレットペーパー等）
	60,000
	　

	その他
	38,958
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は月額126,000円で賃借しており、振込料を含め、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　駐車場は自宅からも事務所からも遠く、来客用とは認められず、もっぱら私用と思われ、276,000円全額が目的外支出である。

　　　ﾊ.　車リース代は本件監査基準により1/2を超える40,320円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　印刷費260,000円は、議員７１府政ニュース2回分の発行経費であり、広報費というべきであるが、適正な支出と認められる。

　ﾎ.　任意保険料138,800円は本件監査基準により目的外支出である。

　ﾍ.　自宅電話代56,679円は、政務調査に関係する裏付けがなく、適正な支出とは認められない。

　　　駐車代48,000円、交通費の24,000円の72,000円は詳細不明であり、本件監査基準により、120,000円から調査研究費で認めた91,000円を控除した29,000円は適正と認め、43,000円は目的外支出である。

　ﾄ.　消耗品60,000円は金額に照らし、適正な支出と認められる。

　　　ﾁ.　その他38,958円は資料がなく、目的外支出である。

　(4)　事務費　1,348,048円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	パソコンリース代
	180,936
	　

	光熱水費
	244,608
	　

	電話代
	146,130
	　

	携帯電話代
	149,725
	　

	○○コミュニケーション
	48,510
	　

	諸団体等懇親会（留学生支援機構、宅建協会等）
	70,000
	　

	ガソリン代
	168,000
	　

	新聞購入
	69,120
	　

	雑誌購入
	19,200
	　

	事務用品代等（トナー、コピー用紙、ボールペン等）
	96,000
	　

	茶菓子等
	48,000
	　

	出張相談会開催費（8回分／会場費・謝礼等）
	24,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　携帯電話代149,725円は、本件監査基準により、1/2を超える74,862円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　諸団体等懇親会70,000円は、議員としての一般の活動であり、政務調査との関連は認められない。

　　　ﾊ.　ガソリン代は本件監査基準により、1/2を超える84,000円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　その他の支出はいずれも適正なものと認められる。

　　　ﾎ.　収支報告書記載の支出額1,348,048円と使途内容の1,264,229円の差額83,819円は目的外支出である。 

　(5)　人件費　1,350,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員　政務調査活動
	1,350,000
	　


ウ　調査結果

　　　　政務調査補助として１人は常勤で月額10万円、１人はアルバイトで必要な都度1ヵ月5万円で雇用し、平成16年度は7月、12月、3月の3か月分15万円が支払われており、いずれも適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　広報費のうち87,500円、事務所費のうち593,757円、事務費のうち312,681円の合計993,938円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　120,654円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府内調査研究費
	10,354
	高速道路代（５件）

	府内調査研究費
	64,540
	タクシー代（２５件）

	府内調査研究費
	1,000
	駐車代

	東京調査旅費　（6/29）
	31,630
	地方分権（三位一体）についての情報交換

	東京調査旅費　（　〃　）
	5,150
	現地交通費

	府内調査研究費　（9/21）
	2,470
	食事代

	本会議準備調査旅費（9/25）
	5,510
	タクシー代（エル大阪）


ウ　調査結果

　　　ｲ.　東京調査(6/29)は地方分権委員長として都議会において議員2名から地方分権について聴取し、次いで都庁O.B.から事情を聴取したもので、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　食事代は理容組合関係者と会合した際の食事代であり、金額に照らし、相当と認められる。

　　　ﾊ.　その他の交通費81,404円は本件監査基準により12万円の範囲内であるので、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　84,519円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政報告
	18,074
	議会活動、府政政策資料代等

	府政活動のＰＲ
	18,040
	議会活動チラシ代

	府政報告
	48,405
	府政活動報告書作成代


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　2,633,094円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（事務所借り上げ料）
	1,512,000
	　

	賃貸料（振込料）
	2,520
	　

	光熱水費
	231,190
	　

	事務所　茶菓等
	616
	　

	駐車場代
	276,000
	　

	車リース代（6,720×3回分）
	20,160
	　

	車リース代（71,242×7回分）
	498,694
	　

	交通費
	16,000
	　

	府政ニュース製作費
	33,000
	　

	電話代（自宅）
	42,914
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度と同様駐車場代276,000円は全額目的外支出である。

　　　ﾛ.　車リース代518,854円は本件監査基準により、1/2を超える259,427円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出は適正なものと認められる。

　(4)　事務費　1,212,395円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務消耗品
	21,895
	　

	ガソリン代
	149,075
	　

	パソコンリース代
	180,936
	　

	電話代
	113,237
	　

	携帯電話代
	134,064
	　

	新聞購読料（1,835×12ヶ月分）
	22,020
	　

	パンプキン購入（510×11ヶ月分）
	5,610
	　

	第三文明購入（500×11ヶ月分）
	5,500
	　

	事務用品バインダー他
	12,980
	　

	事務用品（２２件分）
	76,322
	　

	食博
	4,047
	　

	会議費食事
	6,090
	　

	○○小学校　出張相談茶菓代
	3,000
	　

	交通費
	7,700
	　

	車任意保険料
	179,100
	　

	○○建設　出張相談茶菓代
	3,000
	　

	○○区民祭り
	5,000
	　

	玉出こつま踊
	3,000
	　

	○○県人会
	5,000
	　

	○○区商店街連盟スタンプラリー
	3,000
	　

	郵便切手・ハガキ等
	11,000
	　

	購入
	21,735
	　

	懇談食事
	3,780
	　

	○○会
	9,000
	　

	会食懇談会
	5,000
	　

	インターネット接続料　4410×2回分
	8,820
	　

	車リース代（71,242×2回分）
	142,484
	　

	議会手帳
	70,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代は本件監査基準により1/2を超える74,537円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　携帯電話代は同様に1/2を超える67,032円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　食博、会議費食事、○○区民祭り、玉出こつま踊、○○県人会、スタンプラリー、懇談食事、○○会、会食懇談会の合計43,917円は、飲食が主であり、目的外支出と認められる。

　　　ﾆ.　車任意保険料179,100円は本件基準により目的外支出である。

　　　ﾎ.　トヨタレンタリース購入はハンズフリー商品であり、本件監査基準により21,735円は目的外支出である。

　　　ﾍ.　車リース代142,484円は本件監査基準により、1/2を超える71,242円は目的外支出である。

　　　ﾄ.　議会手帳70,000円、２００冊は本件基準により目的外支出である。

　　　ﾁ.　その他の支出は適正なものと認められる。

　(5)　人件費　1,400,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員　政務調査活動
	1,200,000
	　

	事務員　政務調査活動（議会資料作成等）
	200,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様事務員2名分の給与、アルバイト代であり、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　事務所費のうち535,427円、事務費のうち527,563円の合計1,062,990円が目的外支出である。

72　議員７２

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　530,898円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	336,400
	スエーデン・オランダ・ドイツ（７／２７～８／４）

	団費
	70,000
	　　〃

	写真代
	24,951
	　　〃

	交通費
	2,320
	　　〃（京橋－関空）


ウ　調査結果

　　　　7月27日から8月4日まで府議団として北欧を訪れ、都市計画、環境問題について調査したことが認められ、調査旅費、団費、交通費についてはいずれも適正な支出と認められるが、写真代24,951円は、帰国後参加者に配布した写真代であり、目的外支出である。

収支報告書記載の530,898円と使途内容の433,671円の差額97,227円については目的外支出である。

　(2)　広報費　445,210円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報費
	48,300
	シール代

	　　〃
	5,000
	○○協会広告代

	　　〃
	5,000
	　　〃　　新聞広告代

	　　〃
	500,000
	ホームページ依頼（５万×１０ヶ月）


ウ　調査結果

　　　ｲ.　シール代については領収証はないが、封筒用のものと思われ、不適切な支出とまでは言えない。

　　　ﾛ.　広告代2件10,000円は使途基準に合致する広報費とは認められない。

　　　ﾊ.　ホームページ依頼は、マッキントッシュのパソコンを使用していることによる特殊な費用であるが、不適切とまでは言えない。

ﾆ．　目的外支出は10,000円であるが、445,210円と558,300の差額113,090円を控除し、目的外支出は0円である。

　(3)　事務所費　2,343,072円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,440,000
	　

	管理費
	115,200
	　

	光熱水費
	141,425
	　

	日本放送協会
	13,450
	　

	パソコン購入
	199,500
	　

	自動車税
	34,500
	　

	備品（照明器具その他）
	18,267
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は月額15万円、管理費12,000円で賃借しており、4/5で按分しているが、不適切とは言えない。

　　　ﾛ.　光熱水費、日本放送協会、パソコン代については、按分されていないので、1/2で按分し、177,187円が目的外支出である。

　　　ﾊ.　自動車税34,500円は自動車所有を前提とするもので、目的外支出である。

　　　ﾆ.　備品18,267円は、金額に照らし、適正な支出と認められる。

ﾎ.　収支報告書記載の2,343,072円と使途内容の1,962,342円の差額380,730円は目的外支出である。

　(4)　事務費　604,926円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代・携帯電話代・１２ヶ月分）
	247,713
	　

	リース料（コピー機１２ヶ月分）
	248,305
	　

	事務用品（カートリッジ代含む50,400）
	102,457
	　

	コーヒー、お茶代
	6,451
	　


ウ　調査結果

　　　　全て後援会と按分すべきであり、1/2を超える302,463円は目的外支出である。

　(5)　人件費　1,020,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	1,020,000
	　


ウ　調査結果

　　　　妻に対する支払いであり、1ヵ月85,000円で12カ月分をまとめて平成17年3月10日付の領収証が提出されているが、大阪府に対してもこの収入が申告されており、勤務実態も認められるので、適正な支出と認める。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち122,178円、事務所費のうち592,417円、事務費のうち302,463円の合計1,017,058円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　472,605円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	240,000
	○○議連　上海・杭州　４／１２～４／１６

	　　〃
	2,320
	交通費（京橋－関空）

	　　〃
	31,410
	原爆慰霊祭（広島）

	　　〃
	69,180
	　　〃　　（長崎）

	　　〃
	21,407
	写真代

	　　〃
	7,374
	携帯電話リース代　タイ他　11/22～11/30

	　　〃
	2,320
	交通費


ウ　調査結果

　　　ｲ.　○○議連による上海・杭州の旅240,000円は、旅程表によると、上海では上海博物館、新天地、外灘等、杭州では市内観光、紹興観光とされており、主として観光目的と言わざるをえず、行政視察であると認定するのは困難であり、目的外支出である。これに伴う交通費2,320円も目的外支出となる。

　　　ﾛ.　原爆慰霊祭参加は、長年のテーマとしている平和問題の調査研究のためと認められ、その支出は適正であるが、写真代21,407円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　タイ他の携帯電話リース代は議員団からの派遣でアジア行政視察を行った際のものであり、適正な支出と認められる。

ﾆ．　交通費2,320円は本件監査基準の範囲内であり、適正な支出と認められる。

ﾎ.　 収支報告書記載の472,605円と使途内容の374,011円の差額98,594円は目的外支出である。　

　(2)　広報費　851,089円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	郵便代
	15,000
	　

	ホームページ依頼
（１７．４～１８．３）
	600,000
	　


ウ　調査結果

　　　　　郵便代は会派広報誌の郵送料として適正な支出と認められ、ホームページ依頼は平成16年度と同様に適正な支出と認められる。

収支報告書記載の851,089円と使途内容の615,000円の差額236,089円は目的外支出である。　　　　

　

(3)　事務所費　2,190,497円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,440,000
	　


	管理費
	115,200
	　

	光熱水費
	143,177
	　

	日本放送協会
	5,580
	　

	事務所鍵代
	53,000
	　

	ケーブル代（１２ヶ月）
	44,100
	　

	自動車点検税金
	197,559
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　賃貸料、管理費については平成16年度と同様に按分されており、適正な支出と認められる光熱水費、事務所鍵代、ケーブル代については、按分されておらず、1/2を超える120,138円が目的外支出である。

ﾛ．　ＮＨＫ受信料は４ヶ月分のみの計上であり、適正な支出と認められる。

　　　ﾊ．　自動車点検税金197,559円は全額目的外支出である。

　　　ﾆ.   収支報告書記載の2,190,497円と使途内容の1,998,616円の差額191,881円は目的外支出である。

　(4)　事務費　279,184円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代・携帯電話代・１２ヶ月分）
	244,369
	　

	リース料（コピー １２ヶ月分）
	9,228
	　

	事務用品
	62,357
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　全て後援会と按分すべきであり、1/2を超える157,977円は目的外支出である。

      ﾛ.  目的外支出は157,977円であるが、279,184円と315,954円の差額36,770円を控除し目的外支出は121,207円である。

　(5)　人件費　1,020,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	1,020,000
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様、全額適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち362,321円、広報費のうち236,089円、事務所費のうち509,578円、事務費のうち121,207円の合計1,229,195円が目的外支出である。

73　議員７３
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　74,700円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究交通費
	58,900
	タクシー代（３５件）

	調査研究交通費
	4,800
	高速道路チケット代（６件）

	調査研究交通費
	11,000
	ラガールカード件（８件）


ウ　調査結果

　　　　年間74,700円の支出であり、本件監査基準により適正な支出である。

　(2)　広報費　230,500円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費
	30,500
	タクシー代及び電車代（１９件）

	ホームページ作成経費
	100,000
	ホームページ作成・管理代

	ホームページ作成経費
	100,000
	ホームページ作成・管理代


ウ　調査結果

　　　ｲ.　交通費は府政報告会の会場へのものであり、その金額に照らし相当な支出と認められる。

　　　ﾛ.　ホームページ作成・管理代は領収証があり、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,980,000円

ア　請求人の主張

　　目的外使用で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,980,000
	　


ウ　調査結果

　　　　賃料月額30万円、共益費15,000円で賃借している事務所の賃料を1/2で按分しており、適正な支出である。

　(4)　事務費　433,418円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	パソコン機器等
	433,418
	　


ウ　調査結果

　　　　パソコン、デジタルカメラは後援会用と分けて使っており、領収証もあり、適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　2,800,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	2,400,000
	　

	事務員手当（政務調査活動）（２件）
	200,000
	　

	事務員手当（政務調査活動）（２件）
	200,000
	　


ウ　調査結果

　　　　政務調査活動及び後援会活動に従事している事務員1名については後援会活動と按分して給与が支払われ、源泉徴収も別々にされており、適正な支出である。

　　　　事務員手当ては政務調査に必要な都度補助してもらっている2名に7月と12月に夏期、年末の手当てを10万円ずつ支払っているもので、領収証もあり、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　目的外支出はない。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　288,060円

ア　請求人の主張

　　議員の日常生活と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	240,000　
	上海視察（５日・交通費・宿泊費）

	調査研究交通費
	30,000
	ラガールカード代（１４件）

	調査研究交通費
	4,200
	管外視察（新幹線代）

	調査研究交通費
	13,860
	管外視察（新幹線代）


ウ　調査結果

　　　ｲ.　上海視察240,000円は、○○議員連盟で中国訪問したものであり、調査研究面もないとは言えないが、その旅程に照らし、主に親睦観光目的と認められ、目的外支出である。

　　　ﾛ.　ラガールカード代30,000円は本件監査基準に照らし、適正な支出である。

　　　ﾊ.　管外視察4,200円は国会議員と地方分権に関する意見交換をした際の交通費であり、適正な支出である。

　　　ﾆ.　同13,860円は都庁において危機管理室を視察したもので、適正な支出である。

　(2)　広報費　　210,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ作成経費
	210,000
	ホームページ作成・管理代


ウ　調査結果

　　　　当初個人に委託していたが、別会社に委託したもので、領収証もあり、適正な支出である。

　(3)　事務所費　1,980,000円

ア　請求人の主張

　　目的外使用で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,980,000
	　


ウ　調査結果

　　平成16年度と同様適正な支出である。

　(4)　事務費　401,698円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	パソコン及びパソコン部品
	397,598
	　

	事務用品
	4,100
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　議員用のノートパソコンの購入費であり、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　事務用品は本件監査基準に照らし、適正な支出である。

　(5)　人件費　2,600,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	2,400,000
	　

	事務員夏期手当
	100,000
	　

	事務員年末手当
	100,000
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様適正な支出である。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち、240,000円が目的外支出である。

74　議員７４
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(2)　広報費　1,070,472円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ経費
	8,322
	ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ基本料金　

	行事案内郵送料10/21
	313,830
	

	行事案内印刷代11/9
	78,050
	

	広報誌郵送料1/7、21
	328,960
	

	広報誌配布料1/16
	41,160
	

	広報誌印刷代1/31
	220,000
	

	封筒印刷代2/8
	80,150
	


ウ　調査結果

　　　　ホームページのプロバイダー基本料は適正な支出であり、また、行事案内とは、講演会や議会活動等の報告会の案内で、その経費は相当と認められる。広報誌は年1回、議会活動の記事を中心に、郵送や戸別配布の方法で発行しており、封筒の印刷代も含めていずれも相当な支出であると認められる。なお、後援会活動部分を考慮して按分して計上しているものである。

　(3)　事務所費　239,643円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	98,400
	                       

	光熱水費　
	126,359
	

	NHK受信料
	10,758
	

	雑費
	4,126
	


ウ　調査結果

　　　　事務所建物は自己所有だが、敷地は借地で賃貸料は地代のことである。後援会事務所を兼ね、自宅は兼ねていない。雑費のうち、町会費1,600円及び花代926円は相当でなく、その余については、賃貸料、光熱水費、NHK受信料を含め、後援会部分と按分もされており、適正な支出と認められた。

　(4)　事務費　897,081円
ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話・FAX代)(年間)
	371,502
	

	リース料(コピー機)(年間)
	302,400   
	

	消耗品(年間)
	20,205
	

	郵便代(年間)
	79,142
	

	事務用品(FAX・PC用紙その他)(年間)
	57,166
	

	雑費(年間)
	66,666
	


ウ　調査結果

　　　　事務用品のうち、のし紙購入代504円は相当でなく、その余は適正な支出と認められた。

　(5)　人件費　1,920,000円
ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	960,000
	　

	事務員雇用経費(年間)
	960,000
	


ウ　調査結果

　　事務職員は5人おり、そのうち2人が政務調査専従で、書類の整理や資料作成、連絡調整等の仕事にあたっている。適正な支出と認められた。

　(6)　小括

　　　 事務所費のうち、2,526円、事務費のうち、504円の合計3,030円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　107,353円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査先経費
	107,353
	海外行政視察(米国)


ウ　調査結果

　　　　海外行政視察は、自民党府議団としてアメリカへ行き、治安問題研究のため米軍等の実情を視察してきたもので、帰国後報告書を作成し、議会の質問にも活用した、との説明があることから、相当な支出と認められた。

　(2)　広報費　1,151,396円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ経費
	9,842
	　

	ポスター印刷代5/12
	173,333
	

	府政報告資料印刷代6/6
	42,000
	

	行事案内印刷代9/9
	40,600
	

	行事案内郵送料9/13
	291,500
	

	タックシール購入代11/14
	11,172
	

	広報誌郵送料12/28
	308,880
	

	広報誌封入作業委託料2/3
	11,503
	

	広報誌折り作業委託料2/6
	18,900
	

	広報誌印刷代2/10
	190,333
	

	はがき印刷代3/31
	53,333
	


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様の支出以外に、ポスター印刷代173,333円があるが、これは府政報告のための講演会を開催したときのポスター代で、府政報告資料印刷代はそこで配った資料の印刷代。はがき印刷代は、はがきによる府政報告を行った際の印刷代で、いずれも相当な支出であると認められる。

　(3)　事務所費　243,504円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	98,400
	                       

	光熱水費　
	123,214
	

	NHK受信料
	10,758
	

	雑費
	11,132
	


ウ　調査結果

　　　　事務所の形態は平成16年度と変わらず、賃貸料、光熱水費、NHK受信料とも適正な支出である。雑費に町会費1,600円及び花代6,000円が計上されているが、町会費は相当でなく、花代は講演会の際に壇上を飾ったもので目的外支出である。

　(4)　事務費　993,457円
ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話・FAX代)(年間)
	359,134
	

	リース料(コピー機)(年間)
	327,600   
	

	消耗品(年間)
	39,691
	

	郵便代(年間)
	32,568
	

	事務用品(FAX・PC用紙その他)(年間)
	21,754
	

	光熱水費
	13,826   
	

	タクシー代( 2件)
	21,084
	

	府議会手帳購入代
	105,000
	

	封筒印刷代
	72,800    
	


ウ　調査結果

　　　　消耗品のうち、軍手購入代33円、常備薬購入代2,149円、のし紙購入代(3件)2,439円及び府議会手帳購入代105,000円は、事務費の使途基準に照らして適正な支出と認められず、光熱水費13,826円はすでに事務所費に計上済みであり、いずれも適正な支出とは認められない。その他の支出は相当な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,920,000円
ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	960,000
	　

	事務員雇用経費(年間)
	960,000
	


ウ　調査結果

　　平成16年度と同様の人員でいずれも適正な支出と認められた。

　(6)　小括

　　　 事務所費のうち、7,600円、事務費のうち、123,447円の合計131,047円が目的外支出である。

75　議員７５
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　365,810円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

　

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	9,430
	富山県立山方面視察
ＪＲ交通費

	　　〃
	10,170
	　　〃
タクシー代

	　　〃
	9,430
	　　〃
ＪＲ交通費

	　　〃
	300,000
	日米友好親善視察

	　　〃
	36,780
	議員研究会（東京）


ウ　調査結果

　　　ｲ.　立山方面管外調査は、電車で1人で追いかけ、時間の都合上タクシーを利用し、室堂で集合した際の費用であり、観光行政への取り組みとして立山の雪の壁を視察したとのことであるが、宿泊しただけと認められ、観光目的が主で29,030円全額が目的外支出である。

　　　ﾛ.　日米友好親善視察300,000円は、自由民主党の友好親善議員連盟の有志で防衛研究のためハワイの海兵隊基地等を視察したものと主張するが、行程表によると、映画の舞台にもなったハナウマ湾見学、ショッピングモール見学、訪問団懇談会、出発まで1日半終日自由行動となっており、到底視察研究旅行とは認められず、観光目的が主であり、目的外支出である。

　　　ﾊ.　議員研究会は憲政会館での教育基本法改正問題についての講演会に参加した旅費であり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　845,562円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	アルファメール
	113,400
	アルファメール管理料

	広報紙発行経費
	147,656
	封筒代

	　　〃
	458,718
	広報紙印刷代

	　　〃
	42,594
	広報紙郵送代

	　　〃
	31,250
	　　〃

	　　〃
	45,344
	　　〃


ウ　調査結果

　　　　後援会だより「スクラム」を年2回発行している。1回4頁で、頁数により後援会部分と按分しており、その支出は適正である。

　　　　アルファメール管理料は適正な支出であると認められる。

収支報告書記載の845,562円と使途内容の838,962円の差額6,600円は目的外支出である。

　(3)　事務所費　422,931円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所借上負担金　１１ヶ月
	330,000
	　

	光熱水費
	92,931
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は母親と共有の賃貸マンションの一室を使用している。事務所借上負担金として1ヵ月30,000円を計上しているが、自己及び親族に使用料を支払うことは適正でない上、賃貸借契約書はなく、領収証もない。客観的に支払いがなされた証拠もないため本件基準により330,000円全額が目的外支出と判断すべきである。

　　　ﾛ.　光熱水費の負担は按分されており、適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　1,279,021円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガソリン代
	187,235
	　

	通信費（切手代・電話代・ファックス代）
	412,037
	　

	事務用品（コピー機リース代　１２ヶ月分）
	52,080
	　

	　　〃　　（輪転機リース代　３ヶ月分）
	13,125
	　

	　　〃　　（　〃　再リース料）
	5,250
	　

	　　〃　　（コピー用紙・筆記用具　その他購入）
	175,054
	　

	車輌関係（軽自動車リース料１２ヶ月分）
	160,860
	　

	　　〃　　（修理、保険等）
	273,380
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　リース及び所有車両のガソリン代の1/3を計上しているが、本件基準により1/4が適正であるから、187,235円のうち46,805円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　通信費及び事務用品は1/3で按分されており、適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　車両関係のうち、リース料の按分は適正であるが、本件基準により修理、保険等273,380円は目的外支出である。

　(5)　人件費　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（後援会活動他）１名分
	2,640,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員3～４名分を雇用し、その1/3の2,640,000円を計上しており、毎月の支払いを証するものはないが、いずれも第三者であり、3名から約722万円の受領証明書が提出されているので、その1/3に当る支出は不適正とはいえない。

　(6)　小括

　調査研究費のうち329,030円、広報費のうち6,600円、事務所費のうち330,000円、事務費のうち320,185円の合計985,815円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　520,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	520,000
	政務調査会海外行政調査費


ウ　調査結果

　　　　管外調査費は自由民主党府議団で水都に関する行政視察としてアメリカのサンアントニオを訪問したものであり、適正な支出である。

　(2)　広報費　735,156円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	147,656
	広報紙封筒代

	　　〃
	458,718
	広報紙印刷代

	　　〃
	39,719
	広報紙郵送代

	　　〃
	38,969
	　　〃　　〃

	　　〃
	50,094
	　　〃　　〃


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様全て適正な支出である。

　(3)　事務所費　465,313円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所借上負担金
	360,000
	　

	光熱水費
	105,692
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所借上負担金360,000円は平成16年度と同様に全額目的外支出である。

　　　ﾛ.　光熱水費の負担金は1/2に按分されており、適正な支出である。

　　　ﾊ.　目的外支出は360,000円であるが、465,313円と465,692円の差額379円を控除し目的外支出額は359,621円である。

　(4)　事務費　1,421,939円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガソリン代
	270,285
	　

	通信費（電話代・ファックス・郵便代）
	345,372
	　

	事務用品（コピー機リース代　１２ヶ月分）
	52,080
	　

	　　〃　　（輪転機再リース料　年間）
	5,250
	　

	　　〃　　（パソコン）購入代
	68,770
	　

	　　〃　　（パソコンシステム改修費代）
	52,500
	　

	　　〃　　（コピー用紙、筆記用具）購入
	193,919
	　

	車輌関係（修理、保険、税金）
	272,903
	　

	　　〃　　（軽自動車リース料１２ヶ月分）
	160,860
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代は平成16年度と同様810,863円の1/4を超える67,569円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　通信費、事務用品は1/3に按分されており、適正な支出である。

　　　ﾊ.　車両関係は平成16年度と同様リース料は適正な支出であるが、修理、保険、税金272,903円は全額目的外支出である。

　(5)　人件費　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（後援会活動他）１名分
	2,640,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様約810万円の受領証明書が提出されており、その約1/3に当る2,640,000円の支払いが不適切とまでは言えない。

　(6)　小括

　　　事務所費のうち359,621円、事務費のうち340,472円の合計700,093円が目的外支出である。

76　議員７６
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　60,310円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査旅費
	60,310
	


ウ　調査結果

　　　　管内調査旅費は、国土交通省に街づくりの交付金制度を研究に行ったものと都道府県会議員の若手が集まり、横浜市長らとの意見交換会に参加したもので、いずれも不相当とまではいえない。

　(2)　広報費　506,794円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ管理費(年間)
	22,050
	　

	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞﾘﾆｭｰｱﾙ費
	75,000
	

	広報誌印刷費(4件)等
	409,744
	


ウ　調査結果

　　　　年4回、議会終了後に議会活動を載せた、A4両面2色印刷の広報誌「○○ NET」を発行しており、後援会用には「キックオフ」という後援会だよりを、後援会の費用で発行している。広報誌を確認し、適正な支出と認められた。

　(3)　事務所費　1,022,330円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱水費
	361,463
	                       

	事務所維持費　
	660,867
	


ウ　調査結果

　　　　事務所建物は自己所有である。後援会事務所を兼ねている。光熱水費は按分されており適正な支出であると認められる。事務所維持費は、床張り替え工事代金735,000円と書庫・机・椅子・長机・事務所用品一式586,734円の合計金額を、後援会とで按分したものであるが、事務所の維持運営のために必要な支出ではなく、事務所を立ち上げるための費用であり、目的外支出と認められる。

　(4)　事務費　1,137,738円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話・FAX代)(年間)
	472,808
	

	通信費(切手、はがき代)
	187,000
	

	リース料(コピー機)(年間)
	64,010   
	

	事務用品(30件)
	413,920
	


ウ　調査結果

　　　　通信費はともに適正と認められ、コピーのリース料には、カウンター料金も含まれたもので適正である。事務用品のうち、領収書等の添付されていたパソコン等248,580円及びダジタルカメラ等47,964円は適正な支出と認め、残額117,376円については詳細が不明であるものの、本件監査基準の年間12万円の範囲内であるため、全額適正な支出と認める。

　(5)　人件費　1,655,130円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	1,655,130
	　


ウ　調査結果

　　年間を通じた事務員3人と、短期のアルバイト2人の給与である。後援会の事務にも携わっているため後援会と按分しており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 事務所費のうち、660,867円が目的外支出である。

平成１7年度

　(1)　調査研究費　97,845円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査旅費
	97,845
	


ウ　調査結果

　　　　構造改革特区の研究のため総務省に行ったものと少子化対策でユニークな活動をしている石川県を調査に行ったもので、いずれも適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　576,944円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	携帯電話ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ管理費
	63,000
	　

	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ管理費
	18,900
	

	広報誌印刷費(4件)
	495,044
	


ウ　調査結果

　　　　前年度と同様の広報活動で、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　994,027円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱水費
	474,932
	                       

	事務所維持費　
	519,095
	


ウ　調査結果

　　光熱水費は適正と認められる。事務所維持費519,095円は、プレハブ(スーパーハウス)の設置代金で、資産取得に該当し、目的外支出と認められる。

　(4)　事務費　1,039,382円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話・FAX代)(年間)
	419,874
	

	通信費(切手、はがき代)
	104,000
	

	リース料(コピー機)(年間)
	73,358   
	

	事務用品(38件)
	442,150
	


ウ　調査結果

　　　　事務用品(38件)は内容不明のため、本件監査基準に照らして、年間12万円の範囲内で適正と認め、これを超える322,150円を目的外支出と認める。その他の支出はすべて適正な支出と認める。

　(5)　人件費　1,776,490円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	1,776,490
	　


ウ　調査結果

　　前年度と変化なく、全額適正と認める。

　(6)　小括

　　　 事務所費のうち、519,095円、事務費のうち、322,150円の合計841,245円が目的外支出である。

77　議員７７
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　185,125円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内調査
	91,730
	タクシー代

	管内調査
	3,000
	ICOＣA　カード

	管内調査
	30,000
	交通費(するっとKANSAI)

	管内調査
	3,045
	調査資料(中国経済事情)

	東京（8/3）
	57,350
	ヒートアイランド対策の取り組みについて情報収集


ウ　調査結果

1． 　タクシー代等交通費の124,730円は詳細不明であるので、本件監査基準により120,000円を超える4,730円は目的外支出である。

2． 　調査資料調査3,045円は適正な支出と認められる。

3． 　東京はヒートアイランド対策の取組みについて情報収集のための調査であり、新幹線代36,780円と宿泊費16,500円は適正な支出と認められる。  

　(2)　広報費　938,188円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙の発行経費
	570,000
	○○ニュース作成費

	広報紙の発行経費
	180,000
	府政だより作成費

	広報紙の発行経費
	45,000
	勉強会資料作成費

	府政ノート購入
	27,000
	50冊

	議会手帳購入
	52,500
	150冊

	送料その他
	63,688
	


ウ　調査結果

1． 　広報紙作成費及び送料（○○ニュース、府政だより）はいずれも適正な支出と認められる。

2． 　勉強会資料は「大阪の観光と現状」の編集・印刷費であり、適正な支出と認められる。

3． 　府政ノート購入27,000円、議会手帳購入52,500円、合計79,500円は目的外支出である。

4． 　送料その他63,688円の中にガソリン代3,696円が含まれており、どの広報活動に対応するのか詳細不明であるので、1/2である1,848円を超える1,848円は目的外支出である。その余は適正な支出と認められる。

　

　(3)　事務所費　1,547,264円

　ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所賃貸料（水道代含む）
	1,066,573
	　

	事務所用駐車場賃貸料
	110,100
	　

	光熱水費(電気代、ガス代)等
	69,539
	　

	火災保険
	24,680
	　

	車点検整備代
	154,000
	　

	車保険料
	49,800
	　

	その他
	72,572
	　


ウ　調査結果

　　ｲ．　事務所は賃借しており、水道代も含めて88,000円程度を毎月支払っており適正な支出と認められる。

ﾛ．　事務所用駐車場110,100円は、月額11,000円で１０ヶ月分 を計上しているが、もっぱら自己使用と認められるので、全額が目的外支出である。

ﾊ．　光熱水費、ＮＨＫ受信料は適正な支出と認められる。

ﾆ．　火災保険24,680円、車点検整備代154,000円、車保険代49,800円、合計228,480円は目的外支出である。

ﾎ．　その他72,572円のうち71,800円はガソリン代であるので、本件監査基準により1/2を超える35,900円は目的外支出である。その余の772円はガス代であり、適正な支出である。

　(4)　事務費　2,226,955円

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	PCコピー機リース代
	265,335
	　

	駐車代
	117,460
	　

	ガソリン代
	333,690
	　

	高速代
	124,830
	　

	タクシー代
	5,790
	　

	交通費（するっとKANSAI）
	4,000
	　

	名刺代
	7,800
	　

	備品、事務用品等 
	835,414
	　

	携帯（DOCOMO）
	423,883
	　

	車修理代
	97,820
	　

	勉強会差し入れ(飲み物、茶菓)
	4,830
	　

	薬代
	6,103
	　


ウ　調査結果

1． 　駐車代、高速代、タクシー代、交通費の合計252,080円は本件監査基準により調査研究費で１２万円を超えているので、全額が目的外支出である。

2． 　ガソリン代333,690円は、本件監査基準により1/2を超える166,845円は目的外支出である。

ﾊ．　名刺代7,800円、車修理代97,820円、薬代6,103円、合計111,723円は目的外支出である。

ﾆ．　携帯代423,883円は本件監査基準により1/2である211,942円を超える211,941円は目的外支出である。

ﾎ．　勉強会差入れは詳細不明であるが、金額に照らし、不適切とまでは言えない。

ﾍ．　その他の支出はいずれも適正と認められる。

（５）　人件費　0円

　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


（６）小括

　調査研究費のうち4,730円、広報費のうち81,348円、事務所費のうち374,480円、事務費のうち742,589円の合計1,203,147円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　203,809円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内調査
	96,049
	タクシー代

	東京（6/10～6/11）
	53,880
	ヒートアイランド対策の取り組みについて情報収集

	東京（7/10）
	53,880
	　　　〃


ウ　調査結果

　　　ｲ．　タクシー代96,049円は詳細不明であるが、本件監査基準により120,000円の範囲内であるので、適正な支出と認められる。

ﾛ．　２回の東京出張は平成１６年度同様交通費と宿泊費であり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　516,537円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙の発行経費
	240,000
	○○ニュース作成費

	広報紙の発行経費
	110,000
	府政だより作成費

	広報紙の発行経費
	50,000
	活動報告

	府政ノート購入
	27,000
	50冊

	議会手帳購入
	52,500
	150冊

	送料
	32,330
	

	その他
	4,707
	


ウ　調査結果

　　　ｲ．府政ノート購入27,000円、議会手帳購入52,500円、合計79,500円が目的外支出である。

ﾛ．　その他の支出はいずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,642,492円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所賃貸料（水道代含む）
	1,061,787
	　

	事務所用駐車場賃貸料
	123,100
	　

	光熱水費(電気代、ガス代)
	44,013
	　

	NHK受信料
	16,140
	　

	ガソリン代
	394,142
	　

	その他
	3,310
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　事務所賃貸料、光熱水費、ＮＨＫ受信料は平成１６年度同様に適正な支出である。

　　　ﾛ．　事務所用駐車場123,100円は平成16年度同様全額目的外支出である。

ﾊ．　ガソリン代394,142円は本件監査基準により1/2を超える197,071円は目的外支出である。

ﾆ．　その他3,310円は交通費と駐車代であり、詳細不明であるが、調査研究費96,049円と合わせて120,000円の範囲内であるので適正である。

　(4)　事務費　2,313,541円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費
	517,030
	　

	ガソリン代
	20,990
	　

	名刺代
	24,500
	　

	電話代（NTT）
	225,879
	　

	携帯電話代（DOCOMO）
	448,981
	　

	会議費
	132,110
	

	車保険代
	48,750
	

	車ワックス代
	1,100
	

	その他
	　894,201
	


ウ　調査結果

ｲ.　 交通費517,030円は詳細不明であるので、120,000円から調査研究費の96,049円と事務所費の3,310円と合わせた99,359円を差し引いた20,641円を超える496,389円は目的外支出である。

ﾛ.　　ガソリン代20,990円は本件監査基準により1/2を超える10,495円が目的外支出である。

ﾊ.　　携帯電話代448,981円本件監査基準により1/2を超える224,490円が目的外支出である。

ﾆ．　名刺代24,500円、車保険代48,750円、車 ワックス代1,100円の合計74,350円は目的外支出である。

5． 　会議費132,110円は７人で41,000円、３人で21,000円、６人で38,110円、３人で12,000円の４回分は領収証があるが、20,000円は領収証も説明もなく詳細不明であり、目的外支出と認める。領収証があるものについては1人5,000円を超える6,000円、5,000円8,110円の19,110円が同様に目的外支出である。

6．   その他の支出は適正と認められる。　

（５）　人件費　0円

　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


（６）　小括

　広報費のうち79,500円、事務所費のうち320,171円、事務費のうち844,834円、 合計 1,244,505円が目的外支出である。

78　議員７８

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　536,165円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	駐車場
	43,450
	

	タクシー代
	314,390
	

	日本道路公団
	19,300
	

	意見交換会　4/5
	10,000
	

	チャージ
	42,000
	ＪＲ西日本

	阪神高速道路公団
	45,900
	

	○○議連会費　5/19
	10,000
	

	写真代6/5,8/12,2/20
	2,670
	

	意見交換会　7/8
	14,630
	総額43,890円・３名分

	講師との意見交換会　7/22
	13,491
	総額40,474円・３名分

	第二阪奈道路　
	1,300
	

	○○議連意見交換　12/8
	10,000
	

	レインボーカード　2/9,3/24
	6,000
	

	意見交換会　3/22
	5,000
	

	関西国際空港　8/23
	900
	


ウ　調査結果

　　　　議員７８は、収支報告額536,165円を上回る合計539,031円の調査研究費を支出した旨説明したが、うち24,330円（タクシー代）が誤記入であることが判明した（議員が自認）。

　　　　駐車場43,450円、タクシー代314,390円（うち誤記入24,330円）、道路通行料等（日本道路公団・阪神高速道路・第二阪奈道路・関西国際空港の合計67,400円）、チャージ（ＪＲ西日本）42,000円及びレインボーカード代金6,000円は、本件監査基準に照らし、合計120,000円を適正な支出と認めるが、その余の353,240円（誤記入の分を含む）は目的外支出である。意見交換会（4/5）は、5,000円の限度で適正と認めるが、これを超える部分である5,000円は目的外支出である。○○議連会費10,000円及び同意見交換会10,000円は使途基準に合致せず、全額目的外支出である。意見交換会（7/8）14,630円及び講師との意見交換会（7/22）13,491円及び意見交換会（3/22）の5,000円は適正と認める。写真代2,670円は適正と認める。

　　　　議員７８の平成１６年度政務調査費収支報告書は、調査研究費536,165円となっており、上記合計539,031円と齟齬があるところ、適正と認められる160,791円を超える375,374円が目的外支出である。

　(2)　広報費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	　　　 0
	


　　　
　(3)　事務所費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	　


　(4)　事務費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(5)　人件費　4,214,105円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（２名）
	4,214,105
	収支報告額


ウ　調査結果

　　　　議員７８は、収支報告書収支報告額4,214,105円を上回る合計4,253,581円の人件費（総支出額5,476,544円及び600,000円の合計額6,076,544円）を支出した、政務調査活動及び後援会活動に従事しているとの説明であり、按分比に疑問はあるが、不適正とまでは言えない。

　　

(7) 小括

調査研究費のうち375,374円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　1,848,667円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	阪神高速道路公団
	50,800
	年額

	タクシー代
	485,420
	年額

	駐車場
	70,790
	年額

	懇談会会費　4/4
	10,000
	民団

	ＪＲ乗車券　4/13
	13,200
	

	ＪＲ乗車券4/24
	15,390
	

	白浜宿泊4/24
	11,550
	連合市内地協研修会

	日本道路公団（西日本道路公団）
	9,700
	

	書籍
	13,023
	生協など

	大学授業料　
	535,800
	２回

	チャージ
	55,000
	

	政務調査委員会懇談会5/9
	7,000
	

	知事懇談会　5/10
	10,000
	

	メディカルビュー社　5/19
	2,765
	

	福祉新聞社　5/20
	4,725
	

	学会出席航空費
	126,240
	教育学会

	懇談会費　6/9
	6,000
	政調文教部会

	ＪＲ乗車券　6/20
	5,430
	

	ＪＲ乗車券　6/21
	6,180
	

	学会出席宿泊費用　6/29
	106,169
	教育学会

	学会出席経費　6/29
	50,000
	〃

	〃
	5,663
	〃

	懇親会費7/7
	5,000
	医療福祉部会

	勉強会講師懇談会費負担
	2,000
	

	政調会意見交換会7/19
	15,000
	

	日韓友好親善済州島視察
	97,000
	

	○○会　7/24
	2,000
	

	放送大学同窓会
	3,000
	

	文化交流協会
	8,000
	NPO 

	JR乗車券　9/23
	6,480
	○○教育工学会

	宿泊代　9/24
	8,500
	〃

	意見交換会　9/29
	5,000
	

	学会懇親会費　9/末
	5,000
	○○教育工学会

	学会参加費　9/末
	2,000
	〃

	論文集代　9/末
	4,500
	〃

	大阪国際理解教育研究センター
	6,000
	

	ＡＮＡ航空料金　11/9
	12,450
	東京出張

	宿泊費　11/10
	13,860
	

	JR乗車券　11/11
	18,690
	

	政調資料　11/29
	3,080
	CD－Ｒ

	意見交換会　11/
	5,000
	

	ＡＮＡ　航空料金　12/17
	13,450
	

	ＪＲ乗車券　12/19
	18,690
	

	大分県先啓業書刊行協力会
	2,400
	

	日本教育工学会　3/20
	5,500
	

	第二阪奈道路
	1,700
	

	関西空港
	1,200
	


ウ　調査結果

　　　　駐車場70,790円、タクシー代485,420円、道路通行料等（日本道路公団9,700円・阪神高速道路50,800円・第二阪奈道路1,700円・関西国際空港1,200円）合計63,400円及びチャージ（ＪＲ西日本）55,000円は、調査研究費で120,000円を超えており、674,610円全額目的外支出である。

懇談会会費（4/4）は、5,000円の限度で適正と認めるが、これを超える部分である5,000円は目的外支出である。政務調査委員会懇談会（5/9）7,000円は5,000円の限度で適正と認めるが、これを超える分である2,000円は目的外支出である。知事懇談会　（5/10）10,000円は適正である。懇談会費　（6/9）6,000円は5,000円の限度で適正とみとめるが、これを超える分である1,000円は目的外支出である。懇親会費（7/7）5,000円及び勉強会講師懇談会費負担2,000円は適正である。政調会意見交換会（7/19）15,000円は、5000円の限度で適正と認めるが、これを超える部分である10,000円は目的外支出である。意見交換会（9/29）5,000円は適正と認める。

ＪＲ乗車券　（4/13）13,200円は東京出張の旅費であり適正と認める。ＪＲ乗車券（4/24）15,390円及び白浜宿泊（4/24）11,550円は白浜での研修費用であり、適正と認める。ＪＲ乗車券（6/20）5,430円及び同（6/21）6,180円は愛知県視察の交通費であり、適正と認める。ＡＮＡ航空料金（11/9）12,450円、宿泊費（11/10）13,860円及びJR乗車券（11/11）18,690円並びにＡＮＡ航空料金（2/17）13,450円及びＪＲ乗車券（12/19）18,690円はいずれも東京出張の旅費であり、適正と認める。日韓友好親善済州島視察費用97,000円は使途基準に合致せず、目的外支出である。

福祉新聞社（5/20）4,725円は適正である。大阪国際理解教育研究センター6,000円は書籍代であり、適正と認める。○○会（7/24）2,000円及び放送大学同窓会3,000円は、疑問はあるが、調査研究に関するものとのことであり、不適正とまではいえない。文化交流協会8,000円は講演会などの費用であり、適正と認める。政調資料　（11/29）3,080円、意見交換会（11/）5,000円及び大分県先啓業書刊行協力会2,400円は適正と認める。

　議員７８は、大阪大学大学院修士課程人間科学部に社会人入学をし、調査・研究活動に従事し、「教育の情報化の現状と課題」と題する大部の提言論文を発出するなどの活動をしていることが認められるところ、書籍13,023円、大学授業料535,800円、学会出席航空費126,240円、学会出席宿泊費用（6/29）106,169円、学会出席経費（6/29）50,000円・同5,663円はこれに関する費用（合計836,895円）である。このような議員７８の同活動は、大阪府政に関する調査研究のみならず、個人的な研鑽をも含んでいると考えられ、1/2の按分によるべきであり、418,448円の限度で適正と認められ、これを超える部分である418,447円は目的外支出である。JR乗車券（9/23）6,480円・宿泊代（9/24）8,500円は○○教育工学会出席のための旅費であるところ、上記同様、1/2の按分によるべきであり、7,490円の限度で適正と認めるが、その余の部分7,490円は目的外支出である。学会参加費（9/末）2,000円、学会懇親会費（9/末）5,000円、論文集代（9/末）4,500円及び○○教育工学会（3/20）5,500円も同様であり、8,500円は適正と認めるが、その余の部分8,500円は目的外支出である。

　　　　目的外支出は1,224,047円であるが、収支報告書には、調査研究費1,848,667円となっており、上記合計1,866,345円との差額17,678円を控除し、1,206,369円が目的外支出である。

　(2)　広報費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	　　　 0
	


　　　
　(3)　事務所費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	　


　(4)　事務費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(5)　人件費　3,883,811円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	3,883,811
	収支報告額


ウ　調査結果

　　　　議員７８は、収支報告額収支報告額3,883,811円を上回る合計3,993,919円の人件費（総支出額5,705,599）を支出した、政務調査活動及び後援会活動に従事しているとの説明であり、按分比に疑問はあるが、不適正とまでは言えない。

　

(6)　小括

調査研究費のうち1,206,369円が目的外支出である。

79　議員７９　

平成１６年度

　(1)　調査研究費　630,605円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費（７件）
	103,749
	

	ガソリン代
	337,831
	

	タクシー代
	126,010
	

	高速代
	78,200
	

	駐車代
	25,950
	

	交通費
	33,515
	

	議員クラブ
	25,350
	

	後援会への振替
	－100,000
	１泊２日交通費・宿泊費


ウ　調査結果

管外調査旅費103,749円のうち、ホームレスに関する37,930円は東京出張の旅費等であり、適正であることが認められたが、その余の管外調査旅費65,819円は、合理的な説明が得られておらず、目的外支出である。ガソリン代337,831円は、自宅兼事務所と考えられること等から1/4の按分によるべきであり、84,458円は適正であるが、253,373円は目的外支出である。タクシー代126,010円、高速代78,200円、駐車代25,950円及び交通費33,515円の合計263,675円は、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正と認めるが、その余の143,675円は目的外支出である。議員クラブ25,350円は、合理的な説明を得られておらず、目的外支出である。

目的外支出は488,217円であるが、後援会からの振り替え100,000円を差し引き、388,217円が目的外支出である。

　(2)　広報費　139,188円

ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	名刺
	2,800
	

	広告料
	31,300
	２件

	広報紙新聞折込
	27,600
	

	印刷インク代
	10,738
	総額75,600円

	広告料
	10,500
	

	回覧板作成賛助広告
	26,250
	

	防犯灯広告賛助金
	20,000
	

	広告料
	10,000
	


ウ　調査結果
広報紙新聞折込27,600円及び印刷インク代10,738円は適正と認めるが、その余の100,850円中、名刺は目的外支出であるし、その他は関連が認められず、目的外支出である。

　(3)　事務所費　1,550,560円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所地代一部借上
	900,000
	総額1,560,000円

	償却費
	432,000
	

	モップ代
	49,802
	

	車両整備他
	159,308
	

	花代
	9,450
	


ウ　調査結果

後援会事務所と兼ねており、モップ代49,802円は、1/2の按分の範囲24,901円を認めるが、その余の部分24,901円は目的外支出である。事務所地代一部借上900,000円は、議員７９が賃貸借契約の当事者となっておらず、領収証も提示されず、誰に支払っているかも不明であり、目的外支出である。償却費432,000円及び車両整備他159,308円は、使途基準に合致せず、目的外支出である。花代9,450円も合理的な説明がなされておらず、目的外支出である。

したがって、1,525,659円が目的外支出である。

　(4)　事務費　342,254円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	51,215
	切手、ハガキ、郵便代

	事務用品
	40,657
	

	茶菓子
	65,217
	

	クーラー修理費
	15,015
	

	コピートナー
	25,200
	総額75,600円

	電話携帯代
	44,950
	

	会議費より
	100,000
	


ウ　調査結果

後援会事務所を兼ねており、通信費51,215円、茶菓子65,217円及びクーラー修理費15,015円は、いずれも、1/2の按分によるべきであり、通信費25,608円、茶菓子32,609円及びクーラー修理費7,508円の合計65,725円を適正と認めるが、その余の部分（合計65,722円）は目的外支出である。コピートナー25,200円は1/3の按分となっており、適正である。詳細不明の事務用品40,657円は、本件監査基準に照らし、適切と認める。電話携帯代44,950円は、携帯電話の通話料金と考えられ、1/4の按分によるべきであり、11,238円は適正であるが、33,712円は目的外支出である。会議費より100,000円は合理的な説明がなされていない。

上記使途内容は252,254円であり、収支報告書342,254円との差額90,000円を差し引き、289,434円が目的外支出である。

　(5)　人件費　2,152,340円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	1,020,000
	

	〃イ
	1,020,000
	

	〃ウ
	112,340
	


ウ　調査結果

　　ヒアリングでは、誰に支払ったかも説明はないが、平成17年度の帳簿によると少なくとも3名に支出していることが認められるので、後援会と按分し、1/2を超える1,076,170円を目的外支出と認める。

(8) 小括

調査研究費のうち388,217円、広報費のうち100,850円、事務所費のうち1,525,659円、事務費のうち289,434円、人件費1,076,170円の合計3,380,330円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　562,161円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	高速代
	50,450
	

	駐車代
	21,160
	

	交通費
	39,000
	

	タクシー代
	102,660
	

	ガソリン代
	306,871
	

	雑費
	42,020
	


ウ　調査結果

高速代50,450円、駐車代21,160円、交通費39,000円及びタクシー代102,660円、の合計213,270円は、本件監査基準に照らし、120,000円を超える93,270円は目的外支出である。ガソリン代306,871円は、平成16年度同様、1/4の按分によるべきであり、76,718円は適正であるが、230,153円は目的外支出である。雑費42,020円は合理的な説明がなされておらず、目的外支出である。

したがって、合計365,443円が目的外支出である。

　(2)　広報費　109,985円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容 

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広告料　２件
	30,500
	

	回覧板作成費
	26,250
	

	広報紙折込
	53,235
	


ウ　調査結果

広報紙新聞折込53,235円は、1/2の按分の範囲である26,618円の限度で適正と認めるが、その余の26,617円は目的外支出である。広告料（２件）30,500円及び回覧板作成費26,250円は、関連が認められず目的外支出である。
したがって、合計83,367円が目的外支出である。

　(3)　事務所費　1,853,158円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所地代一部借上
	900,000
	総額1,560,000円

	償却費
	432,000
	

	モップ代
	49,803
	

	茶菓子代他
	102,553
	

	車整備他経費
	368,802
	


ウ　調査結果

平成16年度と同様、モップ代49,803円は、1/2の按分の範囲24,902円を認めるが、その余の部分24,901円は目的外支出である。事務所地代一部借上900,000円、償却費432,000円及び車両整備他経費368,802円は、平成１６年度と同様、使途基準に合致せず、目的外支出である。茶菓子代他は、疑問はあるが、1/2の按分額である51,277円の範囲で適正と認めるが、その余の51,276円は目的外支出である。

したがって、1,776,979円が目的外支出である。

　(4)　事務費　110,608円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	郵便代
	14,210
	

	文具他
	96,398
	


ウ　調査結果

　　本件監査基準に照らし、適正と認める。

　(5)　人件費　2,056,626円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	1,020,000
	

	〃イ
	496,626
	

	〃ウ
	330,000
	

	〃エ
	210,000
	


ウ　調査結果

　　平成１６年度と同様であり、2,056,626円の1/2を超える1,028,313円が目的外支出である。

(6)　小括

調査研究費のうち365,443円、広報費のうち83,367円、事務所費のうち1,776,979円及び人件費1,028,313円の合計3,254,102円が目的外支出である。

